
 

 
  

 
 

 
 
 
 

  平成 19 年度税制改正要望 

Ｑ：来年度の税制改正の要望が出揃ったそ

うですが、どんな内容になっていたのです

か？  

 

Ａ：次のような内容になっています。 

【解説】 

さきごろ、来年度の税制改正の要望が、各

省庁から取りまとめられ、公表されました。 

各省庁の要望は、次のようなものとなって

います。 

①  国交省 

 中小企業投資促進税制の延長、新築住宅に

係る固定資産税の減額措置の延長、住宅取得

等資金に係る贈与税の特例措置の延長及び拡

充のほか、住宅に係る耐震改修促進税制の拡

充、住宅に係る省エネ改修促進税制の創設な

どを要望事項としてあげています。 

②  金融庁 

 「金融・資本市場の国際競争力の強化」の

観点から、金融商品課税の新たな枠組みの構

築(上場株式等の配当所得に係る現行税率

(10％)の恒久化等、金融商品間の損益通算の

範囲拡大)、確定拠出年金(401k)に係る拠出制

限の緩和等、我が国金融・資本市場の魅力向

上のための税制措置を、また、「持続的で安

心できる社会の実現」の観点から、現行の生

命保険料控除・個人年金保険料控除の抜本的

改組を要望しています。 

③環境省 

 環境税等の地球温暖化対策を講じるための

税制措置を要望しています。 
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